
◎ 令和７年度９月補正予算　総括表 …　 １

◎ 議案第 69 号
令和７年度境港市一般会計補正予算（第５号） …　 ３

◎ 議案第 70 号
令和７年度境港市介護保険費特別会計補正予算（第１号） …　 13

令和７年度９月補正予算説明資料



令和７年度９月補正予算　総括表

【会計別一覧】 [単位：千円]

◎一般会計補正予算（第５号） [単位：千円]

国 県 市 債 その他 一般財源

1 都市整備課 2.1.5 定期借地等用地取得事業 13,956 13,956

2 総合政策課 2.1.6 市民活動推進事業補助金 452 226 226

3
防災危機管
理課

2.1.9 【新規】 Ｊアラート受信機更新事業 3,850 3,800 50

4 観光振興課 2.1.11 予約型乗合バス運行事業 7,910 7,910

5
選挙管理委
員会事務局

2.4.3 境港市議会議員一般選挙費 233 233

6 福　祉　課 3.1.1 【新規】
米価・光熱費高騰に係る生
活困窮世帯支援事業

5,242 2,540 2,702

7 福　祉　課 3.1.3
重度障がい児者総合支援事
業

3,768 1,884 1,884

8 長寿社会課 3.1.4
老人福祉センターリニュー
アル事業

2,258 2,258

9
子育て支援
課

3.2.2 子育て家庭支援事業 1,972 1,972 0

10 福　祉　課 3.3.1 生活保護適正実施推進事業 748 374 374

11 農　政　課 6.1.4 【新規】
中海干拓地突発事故復旧事
業補助金

533 533

12 水産商工課 7.1.2 企業自立支援事業 372,452 372,452 0

13 建築営繕課 8.1.1
住宅・建築物耐震化促進事
業補助金

▲ 23,791 ▲ 12,347 ▲ 5,721 ▲ 5,723

14 教育総務課 10.2.2
沖縄・伊平屋村教育交流事
業

715 715 0

15 生涯学習課 10.4.1 文化財保護事業 1,041 1,041

391,339 ▲ 10,001 ▲ 1,071 3,800 373,167 25,444

貸付金利子 2,500

繰越金 22,944

番
号

課  名
財    源    内    訳

補正後の予算額

一般会計補正予算（第５号） 21,733,589 391,339 22,124,928

補正前の予算額区　　分 補 正 額

介護保険費特別会計補正予算（第１号） 4,064,086 77,804

計

4,141,890

費目 事    業    名 補 正 額

貸付金元金

指定寄附金
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　○債務負担行為補正（追加）

1 総合政策課

　○地方債補正（追加） [単位：千円]

1
防災危機管
理課

◎介護保険費特別会計補正予算（第１号） [単位：千円]

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 長寿社会課 5.1.2 国県負担金補助金等返還金 77,804 77,804

77,804 0 0 0 0 77,804

繰越金

Ｊアラート受信機更新事業費 3,800

事    業    名 補 正 額

計

費目
番
号

課  名

起　債　の　目　的 限　度　額
番
号

担 当 課

寄附額に５％を乗じた額に消費税及び地方消費
税を加えた額

ふるさと納税受付等業務委託料

番
号

課　名 事　　項 期　間 限　度　額

令和８年度～令和10年度
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◎一般会計補正予算（第５号）

[単位：千円]

定期借地等用地取得事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　定期借地契約が締結された土地を土地開発公社から購入するための費用。

【参考】土地購入実績（夕日ヶ丘地区）

◇令和７年９月２日時点における残区画数

夕日ヶ丘 　公社１区画

深 田 川 　公社３区画、旧保留地６区画

13,956

事業名

担当課 費　目

都市整備課 2.1.5

節別内訳

16
公有財産購
入費

13,956

補正額 13,956

項目 事業費

区分 所在地 面　積 金　額 契約者

1 夕日ヶ丘1丁目 419.39㎡ 13,956 市 外

13,956計（１件）

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

公　社 4 27,924 4 29,029 1 13,955 199 1,956,905

保留地 91 960,104

計 4 27,924 4 29,029 1 13,955 290 2,917,009

公　社 0 0 1 13,869 0 0 2 23,723

保留地 1 10,049

計 0 0 1 13,869 0 0 3 33,772

公　社 4 27,924 5 42,898 1 13,955 201 1,980,628

保留地 0 0 0 0 0 0 92 970,153

計 4 27,924 5 42,898 1 13,955 293 2,950,781

R7R5
制　度 区　分

R6

定期借地制度

累 計

合　　計

住宅地貸付制度
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市民活動推進事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　申請件数の増加により不足が見込まれる、市民等が行う社会貢献性のある

　活動に対する補助金を増額する。

◇補正内容

件　数 金　額 件　数 金　額

15 1,600 16 2,052 452

◇財源 県支出金（市町村創生交付金）　1/2

【新規】 Ｊアラート受信機更新事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　自然災害や国民保護などの緊急情報を伝達する全国瞬時警報システム

　（Ｊアラート）の受信機を更新する。

◇背景

　・令和８年度に実施されるシステム更新により現行の受信機は、令和８年度末で

　　受信できなくなり、サポートも終了するため、全ての自治体で更新が必要。

　・現行機は導入（平成30年度）から７年以上経過し、老朽化による故障も発生。

　・令和８年の出水期（６月頃）から新しい防災気象情報の運用開始が

　　予定されていることもあり、国や県は令和７年度中の更新を推奨している。

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源 市債（緊急防災・減災事業債：充当率100％）

項目

600

担当課 費　目

補助金

一般事業 100～300千円/件

総合政策課 2.1.6

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

452

3,850

内　容

委託料 Ｊアラート受信機更新業務

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

事業名

項　目 補助対象 補助上限
①　予　算 ②　見　込

10 1,692

防災危機管理課 2.1.9

節別内訳

12 委託料

緑化事業 60千円/件 10 360

合　計

補正額 3,850

452 226 226

事業費

補正額
②－①

692

補正額

5 1,000

50

3,850

3,800

6 ▲ 240
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予約型乗合バス運行事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　みなとーるの走行距離が当初の想定を上回ったことにより、

　不足が見込まれる燃料費を増額する。

◇理由

　燃料費について、当初想定した１日当たりの走行距離を

　実際の走行距離が上回るため、不足することとなった。

◇１日あたりの走行距離

308km 約1,000km 692km

※実績は４～７月の平均

◇補正内容

境港市議会議員一般選挙費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　令和７年６月の選挙執行経費基準法の改正に伴い、同法に準じることとなって

　いる市議会議員一般選挙における投票管理者等の報酬を増額する。

　あわせて、「境港市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の

　使用等についての市費負担に関する条例」の改正に対応するため、不足が

　見込まれる負担金を増額する。

◇補正理由

◇補正内容

項　目 金　額

報　酬 110

負担金 123

233

補正額
②－①

決算見込
②

4,105 12,015 7,910

事業費

内　容

その他委員等報酬

市費負担金（ビラ及びポスター作成分）

合　計

負担金

報酬（その他委員等報酬） 投票管理者等の各報酬単価改定

233補正額 233

需用費

担当課 費　目

担当課 費　目

節別内訳

1 報酬

事業名

観光振興課

選挙管理委員
会事務局

2.4.3

事業名

項目

項目

節別内訳

予算額
①

項　目

2.1.11

10 需用費 7,910

事業費

補正額 7,910

項　目 理　由

ビラ及びポスター作成に係る市費負担額の改定

負担金補助
及び交付金

123

110

18

当初見込
①

実績
②

②－①

7,910
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【新規】 米価・光熱費高騰に係る生活困窮世帯支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　米の価格をはじめ、電気・ガス料金の高騰が続く中、引き続き深刻な

　影響が懸念される生活保護受給世帯等の経済的負担を緩和するため、

　県と協調して給付金を支給する。

◇制度概要 (うち新規）

・対象世帯  生活保護受給世帯（在宅） 212世帯 （5世帯）

　　　　　　児童扶養手当受給世帯 267世帯 （10世帯）

　　　　　　特別児童扶養手当等受給世帯 104世帯 （6世帯）

　　　　　　特別障害者手当受給世帯 51世帯 （1世帯）

　　　　　　障害児福祉手当受給世帯 １世帯

合　計 635世帯 （22世帯）

・給 付 額：8,000円／世帯

・基 準 日：令和７年10月１日

◇今後のスケジュール

　令和７年10月下旬：対象世帯への通知送付（プッシュ型）

　　　　　　　下旬：口座振込開始

◇補正内容

項　目 金　額

5,242

◇財源 県支出金　1/2（扶助費部分のみ）

合　計

項目 事業費

2,702補正額

事業名

担当課 費　目

福祉課 3.1.1

19

5,242

内　容

役務費 郵送料、振込手数料 162

扶助費 ＠8,000円×635世帯 5,080

節別内訳

11 役務費 162

扶助費 5,080

2,540
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重度障がい児者総合支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　強度行動障がい児者の居住支援を行うグループホームを運営する事業者への

　補助金。

◇経緯

・令和６年度まで強度行動障がい判定基準を満たしていた居住支援対象者の

　症状に落ち着きが見られ、令和７年度は判定基準を満たさない見込みで

　あったため、当初予算に計上しなかった。

・令和７年度に入り症状が悪化。

　県が８月に実施した強度行動障がい判定調査において、判定基準を満たす

　結果が示された。

［強度行動障がい判定基準］

　11項目ある行動障がいの内容（強度の他害行為、著しい多動など）を県が

　調査し、各項目に点数をつける。判定基準を満たすのは55点満点中20点以上。

◇補助概要

・対象者　　（特非）あいぼりぃ

・補助額　　314,000円/月

・対象期間　R7.4～R8.3の12か月間

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源 県支出金　1/2

老人福祉センターリニューアル事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　老人福祉センターの別館を建築するための実施設計業務委託料。

◇別館用途

・境港市シルバー人材センターの作業場

　※シルバー人材センターは、老人福祉センターへ移転（令和９年４月予定）

・市民の方のサークル活動等

・本館改修時の代替施設

◇スケジュール

　令和７年10月～令和８年２月　別館実施設計

　令和８年３月～令和８年６月　別館建築工事

　令和８年７月～令和９年３月　本館改修工事

◇補正内容

項　目 金　額内　容

委託料 別館建築工事実施設計業務 2,258

3,768

1,884

2,258

項目 事業費

補助金 強度行動障がい者入居等支援事業

事業名

事業名

担当課 費　目

補正額 3,768 1,884

長寿社会課 3.1.4 補正額 2,258

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

3,768

内　容

担当課 費　目 項目 事業費

福祉課 3.1.3

節別内訳

12 委託料 2,258
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子育て家庭支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　保育施設を対象とした主食（米飯）の無償提供について、

　米の価格高騰等により不足が見込まれる、委託料及び補助金を増額する。

◇主食配食委託

　・配食先　　わたり保育園、栴檀保育園

　・単価改定　59円/食　→　115円/食

　　　　　　　※11月改定予定

◇主食費助成金

　・対象者　　市内の３歳以上児が通園する私立保育園等

　・単価改定　1,400円/月　→　1,600円/月

　　　　　　　※６月改定

◇補正内容

項　目 金　額

1,972

◇財源 国庫支出金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）10/10

生活保護適正実施推進事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　被保護者調査の調査項目変更等に伴うシステム改修費。

◇改修内容

　・調査項目の削除

　・エラーチェックプログラムの修正

◇スケジュール

　令和７年10月～令和８年３月　　システム改修

　令和８年４月　　　　　　　　　被保護者調査

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源 国庫支出金　1/2

374

1,130

842

内　容

主食配食委託
　①単価上昇額：56円/食
　②11月以降の食数：18,675食
　→①×②×消費税＝1,129,464円

主食費助成金
　①単価上昇額：200円/月
　②対象以上児：421人
　→①×②×10か月＝842,000円

合　計

補正額

1,972

事業費

1,972 0補正額

項目

374

子育て支援課 3.2.2

節別内訳

12 委託料 1,130

事業名

担当課 費　目

18
負担金補助
及び交付金

842

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

福祉課 3.3.1

委託料

補助金

748

節別内訳

12 委託料 748

システム改修委託料 748

内　容

委託料
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【新規】 中海干拓地突発事故復旧事業補助金

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　中海干拓地内において、破損した土地改良施設の配水管の

　復旧工事を行う米川土地改良区への補助金。

◇経緯

・５月に中海干拓地内の市道にて、地中を通るスプリンクラー用の配水管が

　経年変化により破損し、漏水する事故が発生。事故翌日、米川土地改良区が

　復旧工事を実施した。

・今回の事故の一因は、破損した配水管と、その直下にあった現在未使用の

　既設配管の接触によるものだったため、再発防止策として、当該既設配管の

　撤去工事を実施する。

◇補助対象者

　米川土地改良区

◇負担割合

　国庫支出金1/2　県支出金1/4　市1/4

◇補正内容

項　目 金　額

企業自立支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　制度融資の貸付残高に応じて金融機関へ預託するための予算の不足が

　見込まれることから、預託金を増額する。

◇主な要因

　地域経済変動対策資金（「令和６年度為替相場の急激な変動」及び

　「令和７年度為替相場の急激な変動」）の貸付実行額が当初の見込み

　を上回ったため。

◇地域経済対策変動対策資金における貸付実行額・追加預託金

1,714,500

372,452

◇補正内容

項　目 金　額

◇財源 貸付金元金

372,452

533

補正額 372,452

項目 事業費

内　容

0

当初見込
①

決算見込
②

差　額
②－①

603,110

876,500 2,591,000

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

533

貸付金 372,45220

費　目

水産商工課 7.1.2

節別内訳

事業名

担当課

貸付実行額

預託額

内　容

貸付金 追加預託金

230,658

372,452

事業総額2,131,800円×1/4補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

農政課 6.1.4

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

補正額 533 533
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住宅・建築物耐震化促進事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　申請件数の増加により不足が見込まれる、木造住宅無料耐震診断に係る

　委託料を増額する。

　あわせて、今年度市内事業者が予定していた建築物の除却を見送ることに

　なったため、当該事業者に交付予定としていた補助金を減額する。

◇木造一戸建て住宅の耐震診断業務

・対象住宅　　平成12年５月31日以前に建てられた

　　　　　　　 ２階建て以下の木造一戸建て住宅

・委託単価　　167,200円/件

・自己負担額　無料

・実績の推移（※R7.8以降は見込件数）

年度 ～７月 ８月～ 合　計

Ｒ２ 0 14 14

Ｒ３ 0 28 28

Ｒ４ 6 29 35

Ｒ５ 9 20 29

・主な増加要因　　周知方法の見直しによる

◇建築物除却に係る補助金

・対象者　　　(株)大海

・対象経費　　建築物２棟（食品工場棟、冷凍工場棟）の除却に係る

　　　　　　　費用124,520千円

・補助額　　　対象経費の23％（28,640千円）

・減額理由　　事業計画の見直しにより、除却は次年度以降に延期する

　　　　　　　方針となった。

◇補正内容

項　目 金　額

委託料 4,849

補助金 ▲ 28,640

▲ 23,791

◇財源

・委託料 国庫支出金1/2（補助上限68,000円/件）

県支出金1/4（136,000円/件を超える部分は1/2）

・補助金 国庫支出金11.5％、県支出金5.75％

補正額

Ｒ６ 15 25 40
・市報８月号による周知
・ダイレクトメール送付による周知
・対象世帯へ戸別訪問（秋頃）

周知方法

事業名

▲ 28,640

建築営繕課 8.1.1

節別内訳

12 委託料 4,849

18
負担金補助
及び交付金

担当課 費　目

▲ 5,723

項目 事業費

▲ 23,791 ▲ 12,347 ▲ 5,721

・市報６月号による周知
・ダイレクトメール送付による周知
・対象世帯へ戸別訪問（７月）
・市報８月号にチラシを折込

・市報８月号による周知

・市報８月号による周知
・ダイレクトメール送付による周知

29件×167,200円

▲124,520,000円×23％

要求内容

Ｒ７ 42 29 71

合　計
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沖縄・伊平屋村教育交流事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　７月25日から実施予定だったサマースクールが台風の影響で前日に中止と

　なりキャンセル料が生じたため、不足する再実施費用を補正する。

◇再実施にあたり変更した点

実施日 実施日

日　数 日　数

◇変更後の費用

当初予定 変更後 増　減

2,134 854 ▲ 1,280

0 1,995 1,995

366 366 0

2,500 3,215 715

◇補正内容

項　目 金　額

委託料 715

◇財源 沖縄・伊平屋村教育交流事業指定寄附金

事業名

計

内　容

旅行会社への交流事業実施委託

活　動
内　容

交流活動、工場見学、
シュノーケリング等

活　動
内　容

交流活動、工場見学等
（海での活動無し）

内　容

サマースクール 前日キャンセル料40％

11月再実施

ウインタースクール

備　考

変更後（11月実施）

7/25(金)～7/28(月) 11/13(木)～11/15(土)

３泊４日 ２泊３日

項目 事業費

教育総務課 10.2.2

節別内訳

12 委託料 715

担当課 費　目

補正額 715 715 0

変更前（７月実施）
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文化財保護事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

  航空自衛隊美保基地内で開発事業を行うにあたり、開発予定地が埋蔵

　文化財包蔵地に該当していないかを確認するために試掘調査を行う。

 ［埋蔵文化財包蔵地］

　石器・土器などの遺物や、貝塚・古墳・住居跡などの遺跡が土中に埋もれて

　いる土地。

　埋蔵文化財包蔵地として遺跡地図や遺跡台帳に登録され、広く周知

　されている包蔵地のことを「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。

◇経過

　令和７年５月　航空自衛隊美保基地内の開発事業予定地周辺に米子空港遺跡

　　　　　　　　があることから、設計業者より文化財保護法の規定に基づく

　　　　　　　　通知が必要かどうかの照会があった。

　　　　→県との協議の結果、現地踏査することとなる。

　　　　　７月　関係者立会いの下、現地踏査を実施。

　　　　　　　　開発事業予定地付近で須恵器が見つかったことから、

　　　　　　　　埋蔵文化財包蔵地に該当していないかの試掘調査を行う

　　　　　　　　必要が生じた。

［文化財保護法の規定に基づく通知（第94条関係）］

　国の機関等が周知の埋蔵文化財包蔵地内で開発事業を行う場合は、

　事業計画の策定にあたり、あらかじめ都道府県教育委員会に

　その旨を通知する必要がある。（市町村教育委員会経由）

◇スケジュール

　令和７年10月　①発掘作業員募集

　　　　　　　　②試掘調査開始（１か月程度）

◇補正内容

項　目 金　額

報酬 228

旅費 15

1,041

◇見つかった須恵器

生涯学習課 10.4.1

節別内訳

事業名

担当課 費　目 項目

12 委託料 682

1 報酬 228

8 旅費

116

合　計

内　容

682委託料

使用料及
び賃借料

掘削業務委託（重機、オペレーター）

仮設トイレ借上料

116

事業費

15

13
使用料及び
賃借料

会計年度任用職員（発掘作業員）人件費
　１号時間額×３人×60ｈ

補正額 1,041 1,041
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　○債務負担行為補正（追加）

ふるさと納税受付等業務委託料

◇説明

ふるさと納税の寄附額増加に向け、民間事業者の持つノウハウを活用するとともに、ふるさと納税
受付等の効率化を図るため、一部業務を外部委託する。

業務実施期間を令和８年４月１日から令和11年３月31日までの３年間とし、令和８年４月１日から

業務を開始できるよう、令和７年度を準備期間として委託契約を締結することから債務負担行為を

設定する。

◎介護保険費特別会計補正予算（第１号）

[単位：千円]

国県負担金補助金等返還金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　前年度に交付を受けた国庫負担金等の精算に伴う返還金。

◇内容

返還先 受入額 確定額 返還額

国 728,032 666,763 61,269

県 537,825 532,561 5,264

1,006,577 996,361 10,216

30,766 29,710 1,056

77,805

◇補正内容

予算額 返還額 補正額

① ② ②-①
項　目

返還金 1 77,805 77,804

総合政策課 Ｒ８年度～Ｒ10年度 寄附額に５％を乗じた額に消費税及び地方消費税を加えた額

事　項

担当課 期　　間 限　度　額

長寿社会課 5.1.2

節別内訳

22
償還金利子
及び割引料

77,804

事業名

担当課 費　目

地域支援事業交付金

返　　還　　金　　合　　計

支払基金
介護給付費交付金

項　　目

介護給付費負担金

介護給付費負担金

項目 事業費

補正額 77,804 77,804
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